2008年12月17日
総務大臣　
鳩山　邦夫　様
　　　　　　　　　　　　　　　　全日本自治団体労働組合
中央執行委員長　岡部　謙治
自治体財政健全化対策に関する申入れ
地方自治の充実・発展にご尽力されている貴職に対しまして、心より敬意を表します。

さきごろ、自治体財政健全化法のもとで、2007年度決算に基づく健全化判断比率が公表されました。この財政健全化基準以上に該当した自治体に対して、総務省より健全化方策に関する報告を求める文章が関係自治体に示されています。

財政健全化計画等の策定義務が生ずるのは2008年度決算からであり、時期を前倒しして、こうした報告を求めることは、自治体の財政運営を侵害するものです。自治体財政健全化法の主旨は、あくまで自治体の自主的・主体的な財政運営のもとで、健全化を進めるという主旨であり、それに沿った運用が図られるべきです。

つきましては、次のことを申し入れますので、よろしくご検討のうえ、ご対応をお願いいたします。

記

1、自治体財政健全化法の主旨に沿って、自治体の自主的・主体的な財政運営の侵害につながる関与を行わないこと。

以上
